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別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第30号
生涯学習課長　議案第30号長久手市立小学校及び中学校施設使用料条例の一部を改正

　　　　　　する条例について説明

加藤和男委員　北中学校の多目的室を市民がどのように使用することを想定しているか。
　　　　　　また、すでに施設開放をしている小学校はどこか。

生涯学習課長　目的は、文化活動、地域活動である。現在、開放している学校は、北小
学校である。

加藤和男委員　北小学校での利用状況はどのようか。

生涯学習課長　文化活動での利用は、平成２３年度、２４年度ともになし。地域活動で
の利用は、平成２３年度は９日、２４年度は１３日である。

加藤和男委員　利用件数が少ないと感じ、今後、周知、広報してほしいと思うがどうか。
生涯学習課長　周知不足の点もあるので、実施していきたい。
さとう委員　　北中学校の多目的室の広さはどの程度か。また、その場所で、飲食は認

めているか。

生涯学習課長　広さの資料を今、持ち合わせていない。（７２．９平方メートルである。）軽い食事をとる程度は認めている。

さとう委員　　目的は、文化活動、地域活動であるが、使用できない規定はあるか。

生涯学習課長　特に規定はなく、その都度判断する。

じんの委員　　利用者は、北中学校区の方に限るのか。
生涯学習課長　制限はないが、現状は、北小学校区の自治会が利用している。

じんの委員　　申請は、生涯学習課で良いか。

生涯学習課長　文化活動は、生涯学習課、地域活動は、教育総務課である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第30号長久手市立小学校及び中学校施設使用料条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第30号は、原案のとおり可決

議案第３号
保健医療課長　議案第３号平成25年度長久手市国民健康保険特別会計予算について説
　　　　　　明

じんの委員　　基金保有残高が約２３９万円であるが、基金がなくなった場合、２６年
度にはどのような影響がでると考えるか。
保健医療課長　一般会計繰入や、税率の改正を視野に入れ検討すべきと考える。
じんの委員　　法定分一般会計繰入金とあるが、繰入れできる率が決まっているのか。

保健医療課長　法律で決まっている。

さとう委員　　国民健康保険税の歳入額が増加しているが、被保険者数の増加に加え、

１人当たりの支払う保険料も増えているのか。

保健医療課長　一般被保険者国民健康保険税、退職被保険者国民健康保険税を合わせて、平成２５年度は１人当たり８万５２８円と計算しているが、平成２４年度は１人当たり７万９，５６２円であるので、少し金額も上がっている。
さとう委員　　特定健康診査の検診受診率について検診目標率を平成２４年度は６５％であったものを平成２５年度は５０％に下げた理由は何か。

保健医療課長　第２次実施計画の中で、２９年度が最終年度であるが、国は受診率目標を７０％、県は６０％と定めている。長久手は２４年度４７％であるので、３％上げ５０％とした。２９年度までに段階的に目標率を上げていく。
佐野委員　　　市町村保健師協議会負担金は、２５年度からの計上であるがなぜか。

保健医療課長　平成２４年度から保健医療課の国保年金係に１人保健師を配属しているが、２４年度が協議会の負担金を計上できていなかった。その１名分の負担金を計上した。
加藤和男委員　歳出の高額医療費共同事業医療費拠出金が８１９万円減額となっている理由は何か。
保健医療課長　過去３年間の高額医療費の実績を元に、国保連合会が按分して拠出金を決定するものである。高額医療費の実績としては伸びているが、愛知県の中の市町村で、財政調整をし、係数をかけて算出した結果、減額となったものである。
さとう委員　　歳入の出産育児一時金補助金について平成２４年度は６０万円であったが、平成２５年度は計上されていない理由は何か。
保健医療課長　出産育児一時金は１人４２万円であるが、国の少子化対策で、その内の４万円の４分の１の１万円の補助が平成２４年度まではあったが、それが打ち切りになったためでる。

さとう委員　　国庫補助金がなくなったので、市がその分を負担するという理解で良いか。

保健医療課長　そのとおりである。

さとう委員　　歳出の出産育児一時金について１２６万円の減額であるがその理由は何か。
保健医療課長　平成２４年度は６０人を見込んでいたが、２５年度は２４年度上半期実績から５７人と推定し予算計上したためである。

じんの委員　　後期高齢者支援金について２，６００万円の増額の理由は何か。

保健医療課長　１２月補正をしているので、平成２４年度と平成２５年度はほぼ同額である。計算式があり、単年度での比較はできない。

加藤和男委員　国保運営協議会委員はどのような方か。また、何を取り上げているか。赤字対策を検討しているのか。
保健医療課長　委員９名については、国民健康保険被保険者代表３名、医療機関から３名、社会保険被保険者代表３名である。予算、決算、上程議案の審議をしている。来年度については医療費の赤字について説明し、今後、検討していく。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第３号平成25年度長久手市国民健康保険特別会計予算については、
全員が賛成。
議案第３号は、原案のとおり可決
議案第８号
保健医療課長　議案第８号平成25年度長久手市後期高齢者医療特別会計予算について

　　　　　　説明

さとう委員　　後期高齢者医療保険の被保険者は何人増加したか。
保健医療課長　平成２４年度は３，０８６人であり、伸び率を掛け、平成２５年度は

３，２８５人を推定している。
じんの委員　　後期高齢者医療保険料は２年ごとの改正があるが、１人当たりいくらか。

保健医療課長　８万２１４円である。

じんの委員　　滞納者はいるか。２５年度はどのように対応するのか。
保健医療課主幹　数名いる。滞納者への対策として、督促状送付、催告状送付、電話、
個別訪問等をしているが、平成２５年度は取り組みを強化したい。

じんの委員　　高齢者なので、病気も多いと思うが、保険証の交付対応はどのようか。

保健医療課長　短期保険証の制度はあるが、今のところ発行した事例はない。今後も親
身に対応していく。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第８号平成25年度長久手市後期高齢者医療特別会計予算について

は、全員が賛成。
議案第８号は、原案のとおり可決

議案第23号
保健医療課長　議案第23号長久手市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定につい

て説明

さとう委員　　新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、市は、とりあえず条例

を制定するというものか。
保健医療課長　新型インフルエンザ等対策特別措置法に、対策本部を設置することが規
定されているためである。
さとう委員　　県内の市町で、今回上程されているのか。

保健医療課長　ほぼ全域で、上程されていると認識している。

さとう委員　　新型インフルエンザ等とあるが、等というからには、他に何が対象か。

保健医療課長　新型インフルエンザの他に、再興型インフルエンザ等の感染症がある。

じんの委員　　行動計画は、２５年度に策定するのか。
保健医療課長　国が夏ごろに行動計画を策定し、それを受けて県、次に市も策定してい
く。

じんの委員　　どこの市町も同様か。

保健医療課長　新型インフルエンザ等対策特別措置法の８条にあるので同じ内容と考え

る。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第23号長久手市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定については、全員が賛成。
議案第23号は、原案のとおり可決
議案第24号
保健医療課長　議案第24号長久手市障害者医療費支給条例の一部を改正する条例につ

　　　　　　いて説明

　　

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第24号長久手市障害者医療費支給条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第24号は、原案のとおり可決

午前１１時５分　　休憩

午前１１時１０分　　再開

議案第７号
長寿課長　　　議案第７号平成25年度長久手市介護保険特別会計予算について説明　　　　

正木委員　　　歳出の介護サービス等諸費の中の居宅介護サービス計画給付費について

の７，８３４万円はケアプランの作成費ということだが、利用者は、何名を見込んでいるか。また、特定施設に入所されている方に対する低所得者は何人を見込んでいるか。
介護保険係長　居宅介護サービス計画給付費についてのケアプラン作成費の利用者数に

ついては、前々年度実績に伸び率の１２％を掛けて算出した数である。平成２３年度の利用者数は４，４８７名である。特定施設に入所されている方の低所得者は、前々年度及び前年度の実績額(総額)の伸びで算出しているため、人数での想定はしていないが、平成２３年度の認定件数は１１５人である。
さとう委員　　介護給付費準備基金繰入金６，１０５万円とあるが、基金についての現状と今後についてどう捉えているか。

長寿課長　　　平成２４年度の基金残高は約１億円である。第５次介護保険計画において、平成２４年度から２６年度の間の３年間で７，０００万円繰り入れる計画である。平成２５年度の予算では、繰入金６，０００万円である。
実質的には、足らないという見込みがある。１号保険者の保険料が、当初予定よりも伸びているが、給付費の伸びの方が上回ると予想し、今回は、６，０００万円繰入れを計上した。
さとう委員　　歳出の介護予防一次予防事業費が昨年と比べ１４０万円程増額している理由は何か。

課長補佐　　　介護予防事業については、一次予防事業も二次予防事業も、平成２４年度までは市で行っていたものを、２５年度からは、福祉の家で行っていたものを社会福祉協議会に委託する。事業内容は平成２４年度と同様である。増額分は、委託の人件費が見込んである。
加藤和男委員　認知症介護家族交流会支援委託の内容と成年後見センターについての利用状況はどのようか。

課長補佐　　　認知症介護家族交流会支援委託は、平成２４年度から認知症家族支援プログラム委託を行い、認知症の家族の介護者を支援する取り組みとして専門知識を持った方による支援と介護者の交流の場を設けた。２５年度も年間を通じ継続的に行うものである。成年後見センターは尾張東部６市町で運営し、平成２４年の４月から１２月までの９か月間で、相談件数は実人数で４２６人であった。電話及び来所による相談が主である。
正木委員　　　高齢社会に入りつつある。１０年後、現在４，２００円程度の介護保険

料が数倍になると予測される。市の財政を圧迫すると予測されるが、保険の将来のあり方をどのように考えているか。

福祉部長　　　日本中その問題を抱えている。高齢化社会は７％、高齢社会
が１４％、日本が２４％超え、長久手は１４．７％、東小校区では２４％である。介護、医療がパンクするといわれている。国は社会保障制度改革推進法を策定し、それに基づき、国民会議を行っている。医療制度を変え、自助、共助、公助を再構築することを準備している。　平成２４年度、２５年度、２６年度の第５次介護保険計画の中でも地域包括ケアを入れている。第６次介護保険計画の中では地域包括ケアシステムという名称で自助、共助、公助を進めている。長久手バージョンとして地域福祉計画を定める議論をしている。

正木委員　　　それは理想で良いが、お金の支出は考えていかなくてはいけない。固定
　　　　　　資産税、市民税、都市計画税を増やす方向で考えていく、基金を積み立てていくことが大切と考えるが、どうか。

福祉部長　　　具体的にはなっていない。５年後、１０年後、どうなるか不明である。　
　　医大、福祉事務所で、情報提供し、話し合っている。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第７号平成25年度長久手市介護保険特別会計予算については、全員

が賛成。
議案第７号は、原案のとおり可決
議案第14号
長寿課長　　　議案第14号平成24年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第２号）

について説明　　　　

さとう委員　　第１号被保険者介護保険料は増加しているが１年でどのくらい増加した
か。
介護保険係長　介護保険料は３年おきに所得段階に応じて算出する。第５期の基準額は４，２８３円とし、平成２４年度は７，２６４人で試算した。所得で保険料は異なる。実際に２４年度徴収する金額は、所得が当初の試算よりも高い方が多かったため、保険料を増額した。人数は徐々に増加しているが、高額の保険料を納める対象の方が多くなったためである。
じんの委員　　平成２４年度から介護報酬が上がったが、そのことで、利用者に影響はないか。

介護保険係長　前年度と比較し、予算は１２％上昇予定である。実際、利用者は１割負担であるが、１か月あたりの支給限度額があり、その額を超えた分は実費負担である。

長寿課長　　　全国的に見ても介護保険料は２４年度の上半期で、６．９％の高い伸び

をしている。その理由としては、１人当たりの介護保険料については、

１６万３，８２０円と１．１％増、受給者も５．７％増であり、全国的にも

高い伸びである。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第14号平成24年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第２号）については、全員が賛成。
議案第14号は、原案のとおり可決
議案第22号
長寿長　　　　議案第22号長久手市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関し必要な事項を定める条例の制定について説明　　　　

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第22号長久手市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関し必要な事項を定める条例の制定については、全員が賛成。
議案第22号は、原案のとおり可決

議案第20号
福祉課長　　　議案第20号長久手市福祉の家条例の一部を改正する条例について説明　　　　

さとう委員　　和室の使用料を削ることに関して、これまでの和室の利用状況はどうか。

福祉課長　　　利用状況は、平成２４年度は、これまでのところ６日、６２人であり、あまり多くは使用
されていない。

さとう委員　　利用者が福祉の家に通う態勢は整えたか。
福祉課長　　　利用者と話をしており、Ｎ‐バス利用者も自家用者利用の方も理解を得
られている。

さとう委員　　ひまわり園について、土地は借地、建物は市の所有であるが、後はどう

するのか。

福祉課長　　　ひまわり園の使用として土地を借りているので、議会で認められれば、

一年後に建物を壊し、土地を返還する。

加藤和男委員　ひまわり園とつばさ作業所がしている事業を福祉の家で行うということ

だが、場所はどこで行うか。
福祉課長　　　福祉の家東入り口付近の保健休養室、ミーティングルーム、ヘルパース

テーションを中心に考えている。保健休養室は、現在、使用されていない。緊急用に、ベットが設置されているが、そのような部屋は、ディサービスや温泉にもある。年に２回健康診断に使用しているが、それは他の部屋で行うことができる。ミーティングルームは、一般利用を認めていないことから対応ができる。ヘルパーステーションは現在使用しているが、社会福祉協議会の事務所の中へ移すことで、社会福祉協議会にも承認頂いている。

加藤和男委員　和室は次に何に使用するのか。
福祉課長　　　４月から障害者の総合相談事業所をオープンさせる予定である。

じんの委員　　利用者にとって、統合することのメリットは何か。
福祉課長　　　障害者自立支援法に基づく施設として新しく設置するものである。ひまわり園は市の嘱託員等、つばさ作業所は、社会福祉協議会の職員が行っている。これを広く指定管理で民間から事業者を募集したい。民間施設では、専門性、独自性を発揮し新しい事業を展開している。心身障害者に新しく、より質の高い療育ができると考えている。
じんの委員　　民間の要素が入ることについて、保護者の理解は得られているか。

福祉課長　　　一人一人、面談をした。もともと、統合の容貌もあり、期待も寄せられている。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第20号長久手市福祉の家条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第20号は、原案のとおり可決
議案第21号
福祉課長　　　議案第21号長久手市障害認定審査会の委員の定数等を定める条例の一

部を改正する条例について説明　　　　

　

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第21号長久手市障害認定審査会の委員の定数等を定める条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第21号は、原案のとおり可決
議案第33号
福祉課長　　　議案第33号長久手市心身障害者福祉作業所の指定管理者の指定期間の

変更について説明

青山委員　　　指定管理の期間を短縮したことで、今まで働いていた方はどうなるか。
福祉課長　　　社会福祉協議会の正職員は２人いるが、別の事業に移り、社会福祉協議会ならではの事業展開を予定している。
田委員　　　これは、市からの申し入れか。社会福祉協議会の理解を得られているか。

福祉課長　　　市の福祉施策として決定した。社会福祉協議会とは何度も話し合いを行った。理解を得られているとして決定した。
田委員　　　募集をして、応募がなかったらどうか。

福祉課長　　　市の募集要綱を見直し、再度募集すると考えるが、市内外の事業所をこれまで調査したところ、療育施設に携わる社会資源がたくさんあり、十分応募があると考えている。

佐野委員　　　今回の移転は、補助金の使い方を考え、市の負担が少なくなるようにとのことであると思うが、現状の指定管理者では不都合があり、指定管理者も変えなければならないから、変更するものなのか、移転を契機に民間を活用していこうというものかどちらか。
福祉課長　　　新しく自立支援法の制度に乗っ取って事業を行うには、必要な基準で、資格を持った職員をそろえる必要がある。今の社会福祉協議会には、その資格を持った職員がいない為、公募する必要があるものである。
青山委員　　　そうであるならば、そういう資格を持った人を社会福祉協議会に持たせたらよいのではないか。

福祉部長　　　資格を持った人をそろえれば可能ではあるが、社会福祉協議会の事業参入は予定せず、他の事業を展開するということで調整した。

佐野委員　　　社会福祉協議会は、余剰人員があるので、一層充実した事業を展開するよう、指導、監督し、市との連携を図ってほしい。
さとう委員　　指定管理期間を５年から３年に短縮するわけだが、これが、民間であったとしても、指定管理期間は変更可能か。

課長補佐　　　可能である。期間変更協定を締結することとなる。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第33号長久手市心身障害者福祉作業所の指定管理者の指定期間の

変更については、全員が賛成。
議案第33号は、原案のとおり可決
　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
　午後０時３４分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２５年３月１４日
文教福祉委員会委員長　　じんの和子
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